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　男山で大規模な太陽光発電施設建設
計画が進められようとしている土地に
ついて、将来的または恒久的な緑の景
観保全のために、土地購入費（１億5650
万円）および現地の測量費（2350万円）
にかかる補正予算１億８千万円を、市
議会で可決いただきました。
　経緯としては、地元自治会から提出
された同地での太陽光発電施設建設反
対と男山の山林を太陽光発電の開発禁
止区域とする条例の早期制定を求める

男山緑地景観保全事業について

問管理・交通課（☎983‒5144）

　

市
民
課
窓
口
や
市
内
の
公
民

館
な
ど
で
申
請
サ
ポ
ー
ト
窓
口

を
開
設
し
て
い
ま
す
。
サ
ポ
ー

ト
が
必
要
な
人
は
、
本
人
確
認

書
類
を
持
っ
て
、
お
越
し
く
だ

さ
い
。

※
公
民
館
な
ど
で
実
施
し
て
い

る
申
請
出
張
窓
口
を
利
用
す
る

に
は
、
予
約
が
必
要
で
す
。
実

施
日
の
前
日
ま
で
に
市
民
課
へ

　

電
力
・
ガ
ス
・
食
料
品
等
の
価
格
高
騰
に
よ

る
影
響
を
受
け
て
い
る
住
民
税
非
課
税
世
帯
等

に
対
し
て
、
１
世
帯
あ
た
り
５
万
円
を
支
給
し

ま
す
。

※
申
請
方
法
な
ど
の
詳
細
に
つ
き
ま
し
て
は
、

決
ま
り
次
第
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
お
知
ら

せ
し
ま
す
。
し
ば
ら
く
お
待
ち
く
だ
さ
い
。

■
対
象
者

　

令
和
４
年
９
月
30
日
時
点
で
住
民
基
本
台
帳

に
登
録
さ
れ
て
お
り
、
次
の
い
ず
れ
か
の
要
件

を
満
た
す
世
帯
の
世
帯
主

❶
令
和
４
年
９
月
30
日
現
在
、
世
帯
全
員
の
令

和
４
年
度
分
の
住
民
税
均
等
割
が
非
課
税
で
あ

る
世
帯

❷
予
期
せ
ず
令
和
４
年
１
月
〜
12
月
の
収
入
が

減
少
し
、
世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税
相
当
の

収
入
と
な
っ
た
世
帯
（
家
計
急
変
世
帯
）

※
住
民
税
が
課
税
さ
れ
て
い
る
人
の
被
扶
養
者

の
み
で
構
成
さ
れ
る
世
帯
を
除
く
。

※
生
活
保
護
受
給
者
や
令
和
４
年
９
月
30
日
現

在
、
住
民
基
本
台
帳
に
登
録
さ
れ
て
い
る
外
国

人
も
要
件
を
満
た
す
場
合
は
対
象
と
な
り
ま
す
。

※
令
和
３
年
度
・
令
和
４
年
度
い
ず
れ
か
の
住

民
税
非
課
税
世
帯
等
に
対
す
る
臨
時
特
別
給

付
金
（
10
万
円
）
を
受
給
済
み
で
も
、
要
件
に

該
当
す
れ
ば
支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

■11月のマイナンバーカード出張支援窓口日程表▲

受付時間　午前９時30分～正午、午後１時30分～４時30分
※四季彩館は午前10時～正午、午後１時30分～４時30分
※イズミヤ八幡店は午前10時30分～午後４時30分

場　所 日　程
志水公民館 １日(火)
男山公民館 ４日・11日・18日・25日の各金曜日
橋本公民館 ７日・14日・21日・28日の各月曜日
四季彩館 ８日(火）
生涯学習センター 10日・17日・24日の各木曜日、29日(火)
イズミヤ八幡店ひごペット前催
事場 12日(土)、13日(日)

美濃山コミュニティセンター 15日(火）
川口コミュニティセンター 22日(火)

■対象者
区　分 対　象 申　請

ひ
と
り
親

世
帯
分

① 令和４年４月分の児童扶養手当の支給を受けている人 不要

❷ 公的年金等の受給により、令和４年４月分の児童扶養手当の支給を受けていない人(未申請
の人も含む)※児童扶養手当にかかる支給制限限度額を下回っている人に限る。 要

❸ 新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変するなど、収入が児童扶養手当を受給
している人と同じ水準となっている人 要

ひ
と
り
親
以
外
の

世
帯
分

④ 令和４年４月分の児童手当または特別児童扶養手当の支給を受けている人で、令和４年度
住民税(均等割)が非課税の人

不要
(※)

⑤ 令和４年５月～令和５年３月分の児童手当または特別児童扶養手当の新規認定者等で、令
和４年度住民税(均等割)が非課税の人

不要
(※)

❻
令和４年３月31日時点で18歳未満の児童(障がいのある児童の場合は20歳未満)を養育する
父母等(④、⑤以外)で、令和４年度住民税(均等割)が非課税、または令和４年１月１日以
降の収入が急変し、住民税非課税相当の収入となった人

要

※公務員の人(児童手当受給者)または、令和４年６月以降に修正申告等により令和４年度住民税(均等割)が非課
税になった人は申請が必要です。
◆ひとり親世帯分、ひとり親世帯以外分の併給不可。

　

新
型
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響
が

長
期
化
す
る
中
で
、
低
所
得
の

子
育
て
世
帯
の
生
活
を
支
援
す

る
た
め
、
児
童
１
人
に
つ
き
５

万
円
の
給
付
金
を
支
給
し
て
い

ま
す
。

■
申
請
方
法　
表
の
❷
・
❸
・

❻
に
該
当
す
る
人
は
、
令
和
５

年
２
月
28
日（
火
）ま
で
に
子
育

て
支
援
課
へ
申
請
が
必
要
で
す
。

※
給
付
金
の
対
象
と
な
る
人
に

よ
っ
て
申
請
手
続
き
が
異
な
り

ま
す
。
申
請
書
類
等
詳
し
く
は

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
ま
た
は
子

育
て
支
援
課
へ
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

※
表
の
①
・
④
・
⑤
に
該
当
す

る
人
で
、
給
付
を
受
け
て
い
な

い
人
は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ

い
。

　

緊
急
支
援
給
付
金
の
対
象
外
と
な
っ
た
世
帯

に
は
、１
世
帯
あ
た
り
７
千
円
を
支
給
し
ま
す
。

※
申
請
方
法
な
ど
の
詳
細
に
つ
き
ま
し
て
は
、

決
ま
り
次
第
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
お
知
ら

せ
し
ま
す
。
し
ば
ら
く
お
待
ち
く
だ
さ
い
。

緊
急
支
援
給
付
金

家
計
支
援
給
付
金

問生活支援課（☎983‒1515）

子育て世帯生活支援特別給付金
問
子
育
て
支
援
課
（
☎
９
８
３
・
１
１
１
２
）

■乳幼児（生後６カ月～４歳）の
　新型コロナワクチン接種券発行の
　申請受付について
　乳幼児（生後６カ月～４歳）の新型コ
ロナワクチン接種希望者の申請受付を11
月から開始します。
　右のＱＲコードにアクセ
スしオンライン申請をする
か、市コールセンターへお
問い合わせください。
※接種時期につきましては、市ホームペ
ージなどでお知らせします。
※接種には保護者の同伴や署名が必要で
す。保護者は、厚生労働省ホームページ
や接種券に同封する書類をご確認いただ
き、ワクチンの発症予防効果や副反応の
リスクなどについてご理解いただいた上
で、接種をご検討ください。

問八幡市新型コロナワクチン
　コールセンター（☎0570‒056‒786）

連
絡
し
て
く
だ
さ
い
。

※
全
国
の
携
帯
シ
ョ
ッ
プ
で
も

申
請
支
援
が
行
わ
れ
て
お
り
ま

す
。
詳
し
く
は

こ
ち
ら
の
Ｑ
Ｒ

コ
ー
ド
か
ら
。

※
現
在
、
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
申
し
込
み
か

ら
お
渡
し
ま
で
に
２
カ
月
程
度

お
待
ち
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

マイナンバーカード
申請サポート窓口開設中

問市民課マイナンバーフリーダイヤル（☎0120‒038‒614）

住
民
税
非
課
税
世
帯
等
に
対
す
る
臨
時
特
別
給
付
金

令
和
３
年
度
分・
令
和
４

年
度
分・
家
計
急
変
分
の

申
請
は
11
月
30
日
ま
で

　

本
給
付
金
の
令
和
３
年
度
分
・
令
和

４
年
度
分
は
、
対
象
と
な
る
見
込
み
の

世
帯
に
確
認
書
を
送
付
し
て
い
ま
す
。

申
請
が
お
済
み
で
な
い
人
は
、
お
早
め

に
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

　

家
計
急
変
分
の
対
象
と
な
る
世
帯

は
、
申
請
書
を
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら

入
手
、
ま
た
は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ

い
。

※
期
日
後
の
受
付
は
で
き
ま
せ
ん
。
期

日
ま
で
に
必
ず
手
続
き
し
て
く
だ
さ
い

（
郵
送
の
場
合
は
当
日
消
印
有
効
）。

請願が、令和元年９月に全会一致で採
択されたことを受け、令和２年１月に
八幡市太陽光発電設備の設置の規制等
に関する条例を施行しました。
　しかし、条例施行前にさかのぼって
の規制ができないことから、同地での
太陽光発電設備の設置を防ぎ、景観を
保全するためには、土地の所有権を取
得する以外に手立てはないと判断し、

土地を取得するための補正予算を上程
しました。
　なお、土地購入費については、不動
産鑑定評価を踏まえ、里道機能回復に
予想される必要経費を差し引いて算出
しています。
■取得予定地
　八幡大谷33番１　ほか30筆
■取得面積　90,255㎡

令和４年９月補正予算関連事業


